
瑞穂町中小企業成長支援事業補助金交付要綱  

 

令和７年３月３１日 

告 示 第 ８ ９ 号 

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、瑞穂町（以下「町」という。）が、町の区域

内（以下「町内」という。）に事業所を有する中小企業者に対し、

多様な主体との連携による新製品・新技術の開発、デジタル技術

等の活用その他経営基盤及び競争力の強化のために取り組む事業

に要した経費の一部を予算の範囲内で補助することにより、多様

な主体との連携及び中小企業等の自己変革に向けた挑戦を促進し、

もって町内産業の成長及び発展を図ることを目的とする。  

（定義）  

第２条  この要綱における用語の意義は、次に掲げるとおりとする。  

（１）町内中小企業者  町内に住所又は所在地があり、かつ、町内

に営業の本拠を有する中小企業基本法（昭和３８年法律第１５

４号）に定める中小企業をいう。ただし、信用保証協会の信用

保証ができる業種を対象とする。  

（２）中小企業等連携体  町内に主たる事務所を有する中小企業者

が中心となった２以上の中小企業、大学等との連携体をいう。 

（補助金交付対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）

は、次の各号のいずれの要件も満たす者とする。  

（１）中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者又は  

個人事業主のうち、産業分類表における別表第１対象の欄に掲

げる対象業種を営むものであること。  

（２）２年以上継続して事業を営んでいること。  

（３）町税に滞納がないこと。  

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくはその利

益となる活動を行う団体又は同条第６号に規定する暴力団員で

ないこと。  



（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２

３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業又は金融・貸金業等、公的な補助対象として社会通念上適

切でないと町が判断する業種を営む者でないこと。  

（６）町、国、都その他の公的な機関により、次条に規定する補助

事業に対する補助等を既に受け、又は今後受ける予定のある者

でないこと。  

 （補助金の交付対象事業）  

第４条  補助金の交付対象は、別表第１事業メニューの欄に掲げる

事業を行うために必要な、別表第２経費区分の欄及び科目の欄に

掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）で、瑞穂町長（以

下「町長」という。）が必要かつ適当と認めるものとする。  

（補助金の額）  

第５条  補助金の額は、別表第１補助金の額の欄に掲げる金額を限

度とする。この場合において、算出した額に１，０００円未満の

端数があるときは、それを切り捨てるものとする。  

（補助金交付申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、瑞穂町中小企業成長支援事業補助金交付申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならない。  

（１）補助事業計画書  

（２）事業費積算明細書  

（３）法人にあっては法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）、

個人にあっては住民票の抄本  

（４）町税に未納がないことを証する書類  

（５）直近１年間の財務諸表（別表第 1 事業メニューの欄に掲げる

新製品・新技術開発支援事業又はＤＸ推進事業を申請する場合

に限る。）  

（６）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類（事業

費積算の根拠（見積書）等）  

 （専門家派遣）  

第７条  別表第１事業メニューの欄に掲げる新製品・新技術開発着

手支援事業、新製品・新技術開発支援事業、ＤＸ推進事業及びデ



ジタルツール導入支援事業の申請者は、補助金交付申請及び事業

実施等に当たり、専門家の助言・指導を必要とする場合は、町長

に瑞穂町中小企業成長支援事業補助金に係る専門家派遣依頼申請

書（様式第２号）により、専門家の派遣を依頼することができる。  

２  申請者から依頼があったときは、適切な専門家を選出し、申請

者にその専門家を派遣するものとする。  

（補助金の交付決定）  

第８条  町長は、第６条の規定により補助金の交付申請があったと

きは、当該申請が明らかに不適当な場合を除き、瑞穂町中小企業

成長支援事業専門家会議（瑞穂町中小企業成長支援事業専門家会

議設置要領（令和  年告示第  号）に基づき設置する会議をいう。）

から意見を聴いた上で、補助金の交付の可否及び額を決定するも

のとする。  

２  町長は、前項の規定により補助金の交付の可否及び額を決定し

たときは、瑞穂町中小企業成長支援事業補助金交付決定通知書（様

式第３号）又は瑞穂町中小企業成長支援事業補助金不交付決定通

知書（様式第４号）により申請者に決定結果を通知するものとす

る。  

（申請の取下げ）  

第９条  補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、前条の規定による補助金の交付決定の内容及びこれに付され

た条件に対して異議があり、補助金の交付の申請を取り下げよう

とするときは、その交付決定の通知を受けた日から１４日以内に

その旨を記載した書面を町長に提出しなければならない。  

（補助事業の変更等）  

第１０条  補助事業者は、補助事業の内容及び経費の配分を変更し

ようとするときは、あらかじめ瑞穂町中小企業成長支援事業の内

容（経費の配分）の変更承認申請書（様式第５号）を町長に提出

し、承認を受けなければならない。ただし、補助対象経費の各経

費区分との配分額の２０パーセント以下の金額の変更については、

この限りでない。  

２  町長は、前項に規定する申請書の内容を審査し、適当と認める

場合は、瑞穂町中小企業成長支援事業変更承認書（様式第６号）



により補助事業者に通知するものとする。  

（補助事業の中止等）  

第１１条  補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとす

るときは、瑞穂町中小企業成長支援事業補助金に係る補助事業中

止（廃止）報告書（様式第７号）を町長に提出しなければならな

い。  

（補助事業遅延等の報告）  

第１２条  補助事業者は、補助事業が事業計画書に掲げる実施期間

内に完了することができないと見込まれるとき、又は補助事業の

遂行が困難となったときは、速やかに瑞穂町中小企業成長支援事

業補助金に係る補助事業遅延等報告書（様式第８号）を町長に提

出し、その指示を受けなければならない。  

（状況報告）  

第１３条  町長は、補助事業の遂行状況について、必要があると認

めるときは、瑞穂町中小企業成長支援事業補助金に係る補助事業

遂行状況報告書（様式第９号）を指定する日までに、提出させる

ことができる。  

（実績報告）  

第１４条  補助事業者は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認

を受けた日から起算して１か月を超えない日又は補助事業の完了

の日若しくは廃止の承認を受けた日の属する年度の３月３１日の

いずれか早い日までに瑞穂町中小企業成長支援事業補助金に係る

補助事業実績報告書（様式第１０号）を町長に提出しなければな

らない。  

（補助金の額の確定）  

第１５条  町長は、前条の規定による実績報告書の提出があった場

合は、その内容を審査し、必要に応じて行う現地調査等によりそ

の報告に係る補助事業の成果が補助金交付決定の内容及びこれに

付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、瑞穂町中小企業成長支援事業補助金額確定通知書（様式

第１１号）により補助事業者に通知するものとする。  

２  前項の確定通知書を受けた補助事業者は、速やかに瑞穂町中小

企業成長支援事業補助金請求書（様式第１２号）を町長に提出し



なければならない。  

３  町長は、前号に規定する請求書の提出を受けたときは、速やか

に補助金を交付するものとする。  

（決定の取消し）  

第１６条  町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場

合には、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。  

（１）偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

（２）補助金を他の用途に使用したとき。  

（３）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に

違反したとき。  

（補助金の返還）  

第１７条  町長は、前条の規定により、補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る

部分に関し、既に補助事業者に補助金が交付されているときは、

期限を定めてその返還を命ずるものとする。  

（違約加算金及び延滞金）  

第１８条  町長は、前条の規定により、事業実施者に対して補助金

の返還を命じたときは、当該命令に係る補助金の受領の日から納

付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を返還した

場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）に

つき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１０

０円未満の場合を除く。）を納付させることができる。  

２  町長は、補助事業者に対し、補助金の返還を命じた場合におい

て、納期日までに返還金が納付されないときは、納期日の翌日か

ら納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年１０．９

５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除

く。）を納付させることができる。  

３  前２項に定める年当たりの割合は、じゅん年についても、３６

５日当たりの割合とする。  

（補助金の経理等）  

第１９条  補助事業者は、補助事業に係る経理についてその収支の

事実を明確にした書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業



が終了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければな

らない。  

（検査）  

第２０条  補助事業者は、町長が補助事業の運営、経理等の状況に

ついて検査を求めた場合又は補助事業について報告を求めた場合

には、これに応じなければならない。  

（財産管理及び処分の制限）  

第２１条  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用を増加

した機械装置等の財産（以下「取得財産等」という。）について、

その台帳を設け、その保管状況を明らかにしておかなければなら

ない。  

２  取得財産等のうち、その取得した価格又は効用を増加した価格

が５０万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸付けし、取り壊し、又は担保に供しよ

うとするときは、瑞穂町中小企業成長支援事業補助金に係る補助

事業資産処分承認申請書（様式第１３号）によりあらかじめ町長

の承認を受けなければならない。  

３  町長は、補助事業者に対し、前項の規定により承認した当該取

得財産等の処分により収入があったときは、その全部又は一部を

町に納付させることができる。  

（実施結果の企業化）  

第２２条  補助事業者は、補助事業の実施結果のうち企業化が可能

なものは、その実現に努めなければならない。  

 （収益の納付）  

第２３条  補助事業者は、補助事業年度終了後５年以内に、当該補

助事業の実施結果により収益が生じたときは、町と協議し、その

収益を納付しなければならない。  

（製品化等状況確認）  

第２４条  町長は、補助金の成果を確認するため、製品化及び産業

財産権の認証出願を伴う補助事業については、補助事業の完了し

た日の属する会計年度の翌年度から３年間、補助事業者に対し、

製品化等の状況について聴き取りを行うものとする。  

（遵守すべき事項）  



第２５条  補助事業者は、当該補助事業の実施結果により発明、考

案等に関して特許権、実用新案権又は意匠権を補助事業年度又は

補助事業年度の終了後５年以内に出願若しくは取得した場合又は

それらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合は、町にその旨

を届け出るものとする。  

 

   附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、令和７年４月１日から施行する。  

 （失効）  

２  この告示は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。た

だし、同日前にこの告示に基づき交付された補助金に関して、こ

の告示の失効後に必要となる実績報告、補助金の返還等の手続に

関しては、同日後もなおその効力を有する。  



別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第７条関係）  

事業区分  
事業メ

ニュー  
具体的な内容  補助金の額  対象  

新製品・新

技術開発

（着手）支

援事業  

新製

品・新技

術開発

着手支

援事業  

新製品・新技術開

発に伴う材料選

定、市場調査など

開発前の技術的

課題の検討に係

る経費の助成。   

補助率  

２ /３  

上限１０万

円  

町内中小企

業者  

 

製造業  

新製

品・新技

術開発

支援事

業  

単独、又は他企

業、大学等と連携

して行う新製品・

新技術開発に伴

う試作品製作及

び試験評価等に

係る経費の助成。 

単独  

２ /３以内  

上限１００万

円  

連携  

２ /３以内  

上限１５０万

円  

町内中小企

業者  

 

製造業  

 

中小企業等

連携体  

ＤＸ推進事

業  

ＤＸ推

進事業  

デジタル技術及び

ＡＩやＲＰＡなど

の最新技術を活

用した生涯プロセ

ス、業務プロセス

の改善・見直し等

高付加価値化や

生産性向上に係

る経費の助成。  

補助率  

２ /３以内  

上限１５０万

円  

町内中小企

業者  

 

製造業  



デジタルツ

ール導入支

援事業  

デジタ

ルツー

ル導入

支援事

業  

会計、財務、経営、

人事、給与、顧客

対応、在庫、生産

管理等に関するソ

フトウェア及びク

ラウド利用料に係

る経費の助成。

（ただし、１事業

につき１回に限

る。）  

補助率  

２ /３  

上限１０万

円  

町内中小企

業者  

 

中小企業基

本法第２条

第１項に該

当する業種   

事業承継促

進事業  

事業承

継促進

事業  

事業承継の取組

における専門家の

コンサルティング

やＭ＆Ａに伴う仲

介・マッチングに

係る経費の助成  

補助率  

２ /３  

上限１５万

円  

町内中小企

業者  

 

中小企業基

本法第２条

第１項に該

当する業種  

販路開拓支

援事業  

販路開

拓支援

事業  

①オンラインを含

めた見本市出展に

係る経費の助成

（出展料及び出展

のために作成する

パンフレット、ポ

スター等の作成）。

ただし、その場で

小売することを主

な目的とするもの

は除く。  

②製品紹介や企業

のＰＲ動画作成等

に係る経費の助成  

③ホームページ及

びＥＣサイト（電

子商取引）等の新

規作成に係る経費

の助成  

補助率  

１ /２  

上限１０万

円  

町内中小企

業者  

 

製造業、建設

業、運輸業・

郵便業  



人材育成支

援事業  

人材育

成支援

事業  

従業員の資質向

上のために行う講

習会等の開催又

は参加に要する費

用若しくは資格取

得を行う事業に係

る経費の助成  

補助率  

１ /２  

上限１０万

円  

町内中小企

業者  

 

製造業、建設

業、運輸業・

郵便業  

人材確保支

援事業  

人材確

保支援

事業  

人材不足を解消

するための人材紹

介サービスの利

用、就職説明会へ

の参加、人材広告

費等に係る経費

の助成  

補助率  

１ /２  

上限１０万

円  

町内中小企

業者  

 

製造業、建設

業、運輸業、

郵便業  

 



別表第２（第４条関係）  

事業区分  
事業メニュ

ー  
経費区分  科目  

新製品・新

技術開発

（着手）支

援事業  

新製品・新

技術開発着

手支援事業  

研究開発事業

費  

材料・副資材費、外注加工

費、市場調査等委託費  

新製品・新

技術開発支

援事業  

謝金  専門家謝金等  

事務費  資料購入費、印刷製本費  

研究開発事業

費  

材料・副資材費、機械装置

リース料又は賃借料（汎用

機械、パーソナルコンピュ

ーター等を除く。）、工具

機械リース料又は賃借料、

外注加工費、外注デザイン

開発費、市場調査等委託

費、工業所有権導入費、直

接人件費（時給は２，００

０円、補助額は１００万円

を上限とする。）、試作品

性能試験料  

ＤＸ推進事

業  

ＤＸ推進事

業  

謝金・委託費  

デジタル技術を活用した経

営戦略の設計やデジタル技

術導入に伴うコンサルタン

ト費用等  

謝金・委託費  

業務用のシステムに係る開

発・設計及び専用ソフト（稼

働に必要不可欠となる付随

のソフトウェア（オプショ

ン）を含む。）の導入に必

要となる経費等  

購入費・運搬

費  

システム構築を行う上で必

要となる経費で、補助事業

の実施に使用される機器等

の整備に必要となる経費等  

デジタルツ

ール導入

支援事業  

デジタルツ

ール導入支

援事業  

委託費・購入

費  

ＩＴツールの導入による業

務の効率化、働き方改革、

生産性向上、非接触型への

転換等への取組に係る経費

等  



事業承継

促進事業  

事業承継促

進事業  

謝金  
事業承継に伴うコンサルテ

ィング費用  

委託費  

課題分析及び経営改善等

コンサルティング費用、企

業価値算定費用、事業承継

計画策定費用、Ⅿ＆Ａに伴

う仲介・マッチングに係る

費用  

販路開拓

支援事業  

販路開拓支

援事業  

事務費  
会場借上費、資料購入費、

印刷製本費、機器借上料  

委託費  

見本市参加小間料、出品物

輸送費（通関料含む。）、

調査委託費、コンテンツ作

成委託料、動画作成委託料

等  

参加費  出展料、参加料、登録料等  

人材育成

支援事業  

人材育成支

援事業  

謝金  専門家謝金等  

需用費  資材購入費、印刷製本費  

委託費  調査委託費等  

使用料・賃借

料  
会場借上費、機器借上費  

福利厚生費  業務上必要な試験受講料  

人材確保

支援事業  

人材確保支

援事業  

事務費  
会場借上費、資料購入費、

印刷製本費、機器借上料  

委託費  

調査委託費、コンテンツ作

成委託料、動画作成委託

料、求人広告掲載費、就

職・転職サイト掲載費等  

参加費  出展料、参加料、登録料等  

 


